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──多摩26市の人口増減と財政支出の関係性に着目して──
大勢待 利 明
西多摩地域の人口増減と財政支出の関係に着目して，西多摩を一つにする理論的根拠を
提示する。
方法としては，初めに東京における多摩26市のデータをもとにモデルを作成し検証，続
いて多摩26市の西多摩地域に焦点を当てて考察と提言を試みる。
分析の結果は，多摩26市の各自治体において，財政支出における予算配分の増減が，人
口増減に影響を与えていることが証明されている。中でも年少人口（〜14歳）の増減に
関しては，財政支出の「扶助費」の増減が，生産年齢人口（15〜64歳）の増減に関して
は，「維持補修費」と「扶助費」の増減が影響していることが確認された。なお老年人口
（65歳〜）に関しては，影響力のある項目は確認されなかった。
最後に，西多摩地域においては，西多摩地域で広域的な連携を進め，西多摩を一つにす
ることで効率化を図り，予算配分に関しては，「人件費」，「物件費」などのさらなる圧縮
を進め，「扶助費」における子育て対策への配分を増やすことが重要であると証明してい
る。
．は じ め に
この論文では，西多摩地域の経済分析，特に人口増減と財政支出の関係に着目して，西多
摩を一つにする理論的根拠を提示している。方法としては，初めに東京における文化的かつ
経済的に同一圏と考えられる多摩26市のデータをもとにモデルを作成し検証する。
続いて作成されたモデルをもとに，多摩26市の西多摩地域に焦点を当てて，考察と提言を
試みる。
分析の結果は，多摩26市の各自治体において，「財政支出における予算配分の増減が人口
増減に影響を与えていること」が証明されている。中でも年少人口（〜14歳）の増減に関
しては，財政支出の「扶助費」の増減が，生産年齢人口（15〜64歳）の増減に関しては，
「維持補修費」と「扶助費」の増減が影響していることが確認された。なお老年人口（65歳
〜）に関しては，財政支出の各項目の影響力を分析してみたが，いずれも影響力のある項目
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は確認されなかった。
最後に，西多摩地域においては，年少人口（〜14歳）の増減に関しては，理論値よりも
実数値が低く，生産年齢人口（15〜64歳）に関しては，理論値よりも実数値が高く出ている
という結果となった。この数値は，多摩地域の中でも西多摩地域は年少人口の減少が進んで
いることを示している。また生産年齢人口の減少に関しては，幾分歯止めが効いているとい
えるが，現状のまま手をこまねいているわけにはいかない。
西多摩地域で広域的な連携を進めて，西多摩を一つにすることで効率化を図り，予算配分
に関して，「人件費」，「物件費」などのさらなる圧縮を進めて，「扶助費」における子育て対
策への配分を増やすことが未来の西多摩地域に必要であると提言する。
．問題の所在と本論の目的
日本は本格的な人口減少社会を迎えており，東京では人口問題に関して，他の地域とは違
う問題を抱え，一極集中の是非が議論されている。
東京一極集中の構図としては，佐々木（2016）によると，ヒト・モノ・カネ，情報が東京
という大都市空間に集積している。東京には，中枢管理機能すなわち企業の本社や中央官
庁，政党本部，高等教育・研究機関などが集中し，経済，政治，行政，文化の領域におい
て，広範囲において影響力を持つ。この中枢機能が一点に集中すればするほど，集積のメリ
ットが高まり，東京に人口が集中してくるという。
また増田（2014）によると，日本の人口の社会移動は，最終的に東京に集まってくるとい
う。東京一極集中と対をなすのが人口減少であり，その要因については「地方消滅」で語ら
れている。人口減少の分析の方法は，現在の出生率が続いた場合を基準とし，それに加えて
大都市への人口流出を勘案，若い世代が東京圏に社会移動する趨勢が今後も止まらず，人口
を維持できない自治体は，高齢化が進み，地域の雇用を維持できず，将来消滅する可能性が
あるという。
また藻谷（2017）は，東京圏の人口問題として，東京圏の生産年齢人口（15〜64歳）は
2000年から減少しているという。高齢者が増え続け，納税者が減り，人口構造の変化が，自
治体の財政に与える影響は計り知れないという。
このように人口減少社会が唱えられ，東京一極集中に焦点があつまり，各自治体の財政問
題について指摘した論文は数多くある。
その一方で，各自治体の財政支出に着目し，財政支出の増減が人口の増減にどのような影
響を与えているのかという視点から研究がなされたことはない。
また東京というと東京23区に焦点を当てた研究は数多く存在しているが，東京都の多摩26
市に焦点を当てた研究も少ないのが実情である。
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また多摩26市は，全体が一つの単位としてマクロ的に扱われることが多いが，文化的・経
済的に見てみると，多摩26市は北多摩・南多摩・西多摩と三つの質の異なる地域圏をなして
いる。とりわけ筆者が関係する西多摩地域についての現状と課題，そして今後の未来につい
て考察したいと思う。
本論文では，東京に注目が集まる中，まずは多摩26市に焦点を当て，人口の増減に対し，
各自治体の財政支出がどのような影響を与えているのかを，重回帰モデルを作成し分析す
る。
その後，多摩26市の中の西多摩地域に焦点を当てて分析し，西多摩地域の今後のあり方に
ついて提言を行いたい。
．仮 説
3-1 理論的背景
人口増加と地方自治体の財政支出との関係を，統計的手法によって扱った枠組みとしては
衣笠（1980）が提唱している。1980年は，人口増加の時代であったので，人口増加率を被説
明変数とし，説明変数には，地方自治体の財政支出の各項目を説明変数としている。
また野村・小沢（2017）によると，人口減少・高齢化が加速していく人口動態を考えた
時，この課題の解決の糸口として，基礎自治体レベルでの行政サービスの供給構造を考え，
市区町村単位でのデータを整えたうえで分析を試みる必要があるという。基礎自治体の財政
を比較する場合，人口規模や，人口の年齢構成，経済規模などに大きな差異があるため，単
純な比較だけでは有意味な比較にならないので，長期間のデータベースを整えて水準と変化
を確認したうえで，類似の地域間で比較し，基準化して相互比較する必要があるという。
また市区町村単位で分析することの必要性は，1995年から始まった分権改革による地方自
治体の裁量の拡大にあると考える。松下（1996）によると地方自治体は，自らの裁量が拡大
したことにより，自主的な判断と責任において，財政支出に関して独自の配分が可能となっ
ているという。自治体間の財政支出の違いが，人口増減にどのような影響を与えているの
か，確認する価値があると考える。
3-2 仮説の設定
人口の増減に関して，分析の前に仮説を立てることにする。
仮説：各自治体の財政支出の配分によって，各自治体の人口増減に差が出てくる。
地方自治体は自らの裁量が拡大したことにより，自主的な判断と責任において，財政支出
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に関して独自の配分が可能になっている。その財政支出の配分が，結果としてその自治体の
人口増減にどのような影響を与えているのかを分析する。仮説としては，自治体の財政支出
の配分いかんにより，自治体間で人口増減に差が出てくると仮定する。
仮説：年少人口（〜14歳）と生産年齢人口（15〜64歳）の人口増減については，子ども
に対する補助額が影響する。
多摩26市は，東京23区に通勤する勤務者のベッドタウンとしての機能が備わっている。子
育て世代を引き付けるには，子育てに関する財政支出の多さが関係しているのではないかと
想定できる。
仮説：老年人口（65歳以上）増減に関しては，高齢福祉への予算を増やしていることが，
影響している。
老年人口（65歳〜）の増加については，自然増によるものと人口流入による社会的移動が
考えられる。社会の第一線をリタイアした老年人口（65歳〜）の世代に関して，高齢福祉へ
の予算の増加が，影響があるのではないかと想定する。
．多摩26市に関するデータと変数
4-1 デ ー タ
一般的に，地方自治体の総合長期計画の実施単位は，前期年と後期年の計10年であ
り，自治体の大きな枠組みでの政策実行の期間は，一般的に10年間と認識されている。よっ
て分析に用いるデータは，直近で入手可能な2016年度と2006年度の比較により行う（表
4-1 ）。
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表 4-1 分析に使う項目とデータ出所
八王子市，立川市，武蔵野市，三鷹市，青梅市，府中市，昭島市，調布市，町田市，小
金井市，小平市，日野市，東村山市，国分寺市，国立市，福生市，狛江市，東大和市，
清瀬市，東久留米市，武蔵村山市，多摩市，稲城市，羽村市，あきる野市，西東京市
対象自治体
多摩26市
東京都「区市町村別年齢区分別人口及び構成比」（2017年度と2007年度）被説明変数
総務省「市町村別決算状況調」（2016年度と2006年度）説明変数
項目 データ出所
(出所) 総務省（www.soumu.go.jp/iken/kessan_jokyo_2.html）。
東京都（www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/jy-index.htm）。
説明変数に用いる財政支出の性質別歳出については，総務省のホームページに掲載されて
いる市町村別決算状況調の2016年度と2006年度を利用する。
被説明変数に用いる人口の推移については，東京都の統計ホームページより，区市町村別
年齢区分別人口および構成比の2017年度と2007年度を利用する。なお財政支出の効果は，
予算の執行後に影響がでてくると判断し，財政支出の性質別歳出データと人口の推移データ
には年のタイムラグを設定する。
最後に，分析の対象とする区市町村は，東京都の多摩26市とする。その理由としては，ま
ず多摩26市は，文化的・経済的に一つの圏をなしているからである。現在も政治・行政の場
では，多摩26市の市長が東京都市長会に定期的に集まり，多摩地域についての課題解決に向
けた活動をしている。文化面においても，多摩26市における三多摩大会が地域の最もグレー
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表 4-2 性質別歳出の項目説明
「公債費」
降雨，暴風，地震などの異常な天然現象等の災害により被災した施設を復
旧するための経費。
「災害復旧事業」
道路，橋りょう，学校，庁舎などの公共用または公用施設の新増設の建設
事業に必要とされる投資的な経費。「補助事業費」「単独事業費」がある。
「普通建設事業」
市から他の地方公共団体（道，市町村，一部事務組合など）や民間に対し
て，行政上の目的により交付される経費。主なものとして，報償費（講師
謝金など），役務費（保険料），負担金・補助金および交付金（一般的な補
助金）などが該当。
「補助費等」
道路，公共用施設などを管理するために必要な経費。「維持補修費」
生活保護法，児童福祉法等の法令に基づく被扶助者への支給や，市が単独
で行う各種扶助のための経費。
市の経費のうち消費的性質をもつ経費。賃金，旅費，交際費，需用費など
が該当。
「物件費」
「扶助費」
職員の給与や議員，市長等，臨時職員への報酬などの経費。「人件費」
一般会計，特別会計および基金の間で，相互に資金運用をするための経
費。基金に対する支出のうち，定額の資金を運用するためのものも含まれ
る。
「繰出金」
公益上の必要性による会社の株式の取得などに要する経費。このほか，財
団法人設立の際の出捐金や，開発公社などへの出資も該当。地域住民の福
祉増進を図るため，市が直接あるいは間接に現金の貸付を行うための経
費。
「投資及び出資・貸付金」
財政運営を計画的に行うため，または財源の余裕がある場合に積立てる経
費。
「積立金」
市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うための経費。
説明変数 内 容
ドの高い大会として市民に認知されている。歴史を簡単にたどると，多摩26市は平安時代中
期に延喜式において，武蔵国多摩郡とされたのが始まりである。明治維新後の1878（明治
11）年の郡区町村編制法施行によって，東京府および神奈川県において東多摩郡・西多摩
郡・南多摩郡・北多摩郡の郡が成立し，1896（明治29）年に東多摩郡が南豊島郡と合併し
て豊多摩郡となり，1932（昭和）年には東京市へ編入，以降，三多摩地域と呼ばれている
のが多摩26市である。
現在，多摩26市でも人口減少の傾向が見られるが，自治体によっては人口を増やしている地
域もあり，この人口推移の差が，自治体の財政支出とどのような関連があるのかを分析する。
4-2 変 数
分析で使用する変数の説明である。多摩26市の性質別歳出を使用する。性質別歳出とは，
経済的性質に着目した歳出の分類であり，義務的経費，投資的経費およびその他の経費に大
別することができる（表 4-2 ）。
．分 析
5-1 単純集計・多摩26市の人口の推移
⑴ 多摩26市の人口の推移
多摩26市の人口の推移であるが，2007年と2017年の比較によると，2007年は，393万1,751
人，2017年は，414万2,498人で，この10年間において21万747人の増加である。増加率は
1.05倍と判断できる。
⑵ 多摩26市の年少人口（〜14歳）の推移
年少人口（〜14歳）については，2007年と2017年の比較によると，2007年は，52万
1,393人，2017年は，52万907人で，この10年間において486人の減少である。増加率は約
倍と判断できる。
⑶ 多摩26市の生産年齢人口（15〜64歳）の推移
続いて，生産年齢人口（15〜64歳）については，2007年と2017年の比較によると，2007年
は，268万8,218人，2017年は，261万6,459人で，この10年間において万1,759人の減少で
ある。増加率は0.97倍で，生産年齢人口（15〜64歳）は減少していることがわかる。
⑷ 多摩26市の老年人口（65歳〜）の推移
老年人口（65歳〜）については，2007年と2017年の比較によると，2007年は，72万2,140
人，2017年は，100万5,132人で，この10年間において28万2,992人の増加である。増加率は
1.39倍で，生産年齢人口（15〜64歳）は増加していることがわかる。
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⑸ 多摩26市の各自治体の人口推移
多摩26市の各自治体の人口の推移について見てみると，2007年と2017年の比較によると，
24市において人口増加が見られるが，青梅市と福生市では減少している。
年少人口（〜14歳）については，武蔵野市，三鷹市，府中市，調布市，小金井市，小平
市，日野市，国分寺市，狛江市，東大和市，武蔵村山市，多摩市，稲城市が増加している。
その一方で，八王子市，立川市，青梅市，昭島市，町田市，東村山市，国立市，福生市，
清瀬氏，東久留米市，羽村市，あきる野市，西東京市で減少している。同じ地域圏であって
も各自治体によって，年少人口（〜14歳）の増減に差があることがわかる。
生産年齢人口（15〜64歳）については，武蔵野市，三鷹市，府中市，調布市，小金井市，
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表 5-1 多摩26市の人口推移と2007年を基準とした2017年の増加率
武蔵村山市
1.02116,876114,3761.3731,99923,3400.9370,41775,6500.9414,45115,386東久留米市
1.0374,510
94,5931.17
老年人口（65歳〜）
16,74314,301
立川市
全体
八王子市
武蔵野市
自治体名
1.0217,68717,275多摩市
1.0672,23867,8861.5118,28812,0940.9643,51245,3931.0010,43810,399
2017年 増加率 2007年 2017年 増加率 2007年 2017年 増加率
年少人口（〜14歳）
25,1801.01
生産年齢人口（15〜64歳）
95,530
1.0557,28354,5731.0913,49912,376稲城市
1.04148,293142,2671.6440,10124,4710.9090,505100,521
68,371 0.95 370,619 350,647 0.95 97,779 144,210 1.47 540,669 563,228 1.04
2007年 2017年 増加率 2007年
1.4713,8119,3660.9335,16437,9840.877,2698,324羽村市
1.1489,08978,4611.5918,30711,512
134,0741.2631,691
22,601 22,458 0.99 117,883 115,874 0.98 30,841 43,222 1.40 171,325 181,554 1.06
72,271
1.0281,40380,1811.4223,12716,2720.9147,69652,3210.9110,58011,588あきる野市
1.0156,24455,674
青梅市
1.08185,101172,0301.3039,77730,7151.01122,013120,6331.1323,31120,682三鷹市
1.07143,964
520,907521,393計
1.06199,790189,2211.3047,18536,1761.00127,928128,2891.0024,67724,756西東京市
1.0635,09733,198府中市
0.98135,985138,8931.4738,17126,0400.8882,22793,3550.8015,58719,498
1.054,142,4983,931,7511.391,005,132722,1400.972,616,4582,688,2181.00
0.9370,24175,3300.9614,22614,799昭島市
1.08258,000238,3851.3654,83540,2091.02168,068164,978
1.3349,11237,0371.03151,781147,0771.1228,99325,981調布市
1.02112,789110,3681.4028,32220,239
1.05428,571406,2381.45110,97976,7310.95261,849275,1280.9955,74356,379町田市
1.09229,886210,095
24,76324,391小平市
1.09119,359109,7121.2824,86919,4491.0480,09476,7831.0714,39613,480小金井市
115,037116,7731.0523,94722,867日野市
1.07189,885177,5321.3143,21533,0371.02121,907120,1041.02
39,24129,9710.9792,90896,1270.9518,59019,547東村山市
1.07183,589171,6951.3944,60532,0550.99
120,656114,2701.2926,39920,4251.0079,54179,6391.0414,71614,206国分寺市
1.03150,739146,6451.31
7,854福生市
1.0475,45272,3481.3316,88712,6970.9949,76850,2570.948,7979,394国立市
1.06
52,4901.099,3678,595狛江市
0.9958,55458,9151.3914,50710,4400.9337,76840,6210.806,279
15,3030.9752,23254,0321.0011,49111,474東大和市
1.0680,80776,0741.3019,44914,9890.9951,991
72,6081.3120,60115,7720.9544,47847,0650.979,4319,771清瀬市
1.0685,94580,8091.4522,222
(出所) 東京都（www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/jy-index.htm）より作成。「区市町村別年齢区分別人口
及び構成比」
小平市，稲城市で増加しており，増加している全ての自治体では，年少人口（〜14歳）が
増加していることがわかる。
老年人口（65歳以上）については，全ての自治体で増加している。
5-2 単純集計・多摩26市の性質別歳出
多摩26市の性質別歳出・内訳の状況は表 5-2 のとおりである。総務省の市町村別決算概況
のうち，性質別歳出の2006年度と2016年度のデータを利用する。
なお，性質別歳出・内訳の項目は，人件費，物件費，維持補修費，扶助費，補助費等，普
通建設事業費，災害復旧事業費，失業対策事業費，公債費，積立金，投資および出資金，貸
付金，繰出金，前年度繰上充用金とあるが，普通建設事業費については，数値の大きさと性
質の違いから補助事業費と単独事業費に分類した。
一方，災害復旧事業費，失業対策事業費，投資および出資金，貸付金，前年度繰上充用金
については，金額の値が無いもの，または金額の値それ自体が少額であるので，比較するた
めの数値として扱えないので今回の分析対象から除外することとした。
続いて，多摩26市の性質別歳出・内訳の2006年度を基準とした2016年度の増加率の一覧を
作成した（表 5-3 ）。
人件費に関しては，ほとんどの自治体で減少しているが，国立市において若干の増加が見
られる。「物件費」に関しては，全ての自治体で増加。「維持補修費」については，増額して
いる自治体と減額している自治体に分かれている。「扶助費」に関しては，高齢化の進展か
ら全ての自治体で増加しているが，増加率については，福生市の1.56倍〜国分寺市の2.36倍
と差があることが明らかになった。「補助費等」に関しては，増額している自治体と減額し
ている自治体に分かれている。普通建設事業費の「補助事業費」と「単独事業費」について
は，増額している自治体と減額している自治体に分かれている。「公債費」と「積立金」に
ついては，増額している自治体と減額している自治体に分かれている。最後に「繰出金」に
関しては西東京市以外，全て増額となっている。
5-3 重回帰分析
多摩26市における各自治体の2006年から2016年までの人口増減と各自治体の財政支出の性
質別歳出との関係性を，重回帰分析によって検証する。
被説明変数は，2007年から2017年までの「人口増減率」であり，説明変数は，「人件費」，
「物件費」，「維持補修費」，「扶助費」，「補助費等」，「補助事業費」，「単独事業費」，「公債
費」，「積立金」，「繰出金」である。
また，多重共線性やモデルの妥当性の評価のため，説明変数同士の相関を確認した結果
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表 5-2 多摩26市の性質別歳出・内訳の2006年度と2016年度
（単位：百万円）
21,4482,541181,1575933353,0576,1771422,9744,4202006年
武蔵村山市
39,1674,616997
34,8423,0841,5292,5622,3421,7573,6934,7211215,1658,4022006年
小金井市
139,90016,787
2,144
3,759
22,588
4,646
27,618
429
2016年
5,280
八王子市
7,8792006年
国分寺市
自治体名
9,5382006年
多摩市
27,7523,3277491,2328151,2692,65910,5991343,4103,5512016年
7,3509,6292006年
小平市
40,2193,4142,2932,6721,7161,5754,93310,3691926,5516,0212016年
扶助費 補助費等
普通建設事業費（内訳)
公債費 積立金 繰出金 合計
4,9091,176
4,161
4,115
15,601
3,876
68,378
104
14,7973579,1708,4062016年
43,2213,3793273,8403,0591496,8058,0182727,831
6,92519,6522049,4109,0122016年
48,8056,0281,2534,3632,8491,0306,3129,656175
修繕費 補助事業費 単独事業費
36,293
年度 人件費 物件費
維持
3,8078852,4734,4191473,7895,0332006年
稲城市
52,7114,8452,1612,1054,1772146,386
3,0584,2803,1415,4248,9983468,76111,2202006年
日野市
61,5297,5091,5213,3992,8571,011
2,55912,64814,124
2006年 30,778 16,044 2,072 38,788 12,676 4,313 12,632 19,012 2,098 17,863 156,514
2,5941492,1195,6608652,7129,3662265,1335,0352016年
24,7321,8212511,838
66,2827,6083,2003,0355,3033,2756,43317,3573869,7199,7122016年
57,7025,9576,316
60,4806,1102,5335,2263,6711,5085,17414,6545007,90712,9982006年
立川市
193,94423,972
2016年
18,7482,189651,2365331,2753,0593,4841653,2083,5092006年
羽村市
33,886
7,7892016年
42,6594,8853074,1582,6281,5414,4199,2211645,7709,4742006年
東村山市
11,44610,9782006年
武蔵野市
73,8157,3292,3144,0645,9322,2945,90024,34571911,0119,8432016年
803,7164,6532006年
あきる野市
23,2722,4341,0271,1931,6376122,9316,5961793,2573,406
10,9771977,3026,9252016年
52,8757,0864104,1532,2529174,99216,8781857,057
6,11114,70563013,7268,7882016年
56,1584,1826,0292,8195,6731,7505,2176,703592
2333,7758,389523,9824,0372016年
27,6282,938392,3655,252753,7444,728
941753,0334,4571613,3314,7852006年
国立市
46,8176,1504,2032,1521,6213,3963,873
4,7944,0714926,26310,0232969,28610,5972006年
三鷹市
68,4865,4374,5181,8977,9444,718
3,7634,3954,7981,2316,6928,8412978,12111,6372006年
西東京市
27,7602,8524842,8521,104
3,6306451,5532,3371,0592,6498,5381343,8074,9002016年
22,4543,3491801,566
68,6547,1402,4594,0876,8341,2756,89119,37126110,1509,9482016年
53,1095,9901,197
59,6546,4741,2996,4743,9317317,46219,69322610,93710,1702016年
59,2708,299
2016年
21,4782,2572001,2511,4181,4312,8914,870693,0154,0692006年
福生市
29,277
6,8032016年
41,6895,0389521,9712,5166526,17310,2913006,5497,1642006年
青梅市
753,1754,8982006年
狛江市
25,5772,6931,3947959192,4312,6287,5931183,4563,550
15,1981,03614,60012,5162006年
府中市
49,1285,6369313,0601,1077895,44517,1662407,525
7192,9277,001623,8744,3832016年
21,7912,4283612,6521,1167333,0983,253
11,2239,2228,45128,0361,03617,51011,0762016年
75,4577,5564,0624,8454,7961,6659,085
2671,9986914082,8196,1951223,2555,0542006年
東大和市
26,7933,1846751,9512,016
3,7805892,6521,7631,0992,6518,6892145,0087,3342006年
昭島市
106,9809,7646,3664,254
清瀬市
33,1003,6881,2261,5783,5891593,01911,0681144,3074,3252016年
23,8132,947
2006年
調布市
42,5054,5061,0802,1031,9043,0312,96214,6922416,2005,7812016年
33,726
3,2784,5892016年
21,7642,0763161,9178511752,5325,514462,4814,9342006年
75915,05511,2722016年
71,1697,8892,5934,3755,4954,4727,39710,72052913,24512,897
2,7035,5962815,3048,1112006年
東久留米市
28,8393,1881,0031,9151,2073652,73710,50432
2,48411,56424,20195216,12822,7602006年
町田市
85,7958,3944,8283,5837,5162,9649,42321,979
2,4681,1627074,00412,9161646,6525,3472016年
32,5363,1891,0672,8842,002127
4,9436,2226,6182,34912,96547,9001,26419,09421,7062016年
113,77612,5236,2578,2228,084
(出所) 総務省「市町村別決算状況調」（平成28年度と平成18年度（www.soumu.go.jp/iken/kessan_jokyo_
2.html）より作成。
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表 5-3 多摩26市の性質別歳出・内訳の2006年度を基準とした2016年度の増加率
東久留米市
1.321.543.181.001.422.081.081.900.691.320.93清瀬市
1.39
1.661.441.390.76
八王子市
立川市
自治体名
0.951.150.80武蔵村山市
1.201.450.930.860.585.541.482.310.581.250.66
補助費等
普通建設事業費（内訳）
公債費 積立金 繰出金 合計
1.621.521.14
1.430.941.851.311.170.88多摩市
1.291.3142.451.071.373.780.871.72
補助事業費 単独事業費
人件費 物件費
維持
補修費
扶助費
0.601.151.490.981.102.121.541.361.00稲城市
1.221.436.620.551.37
1.200.910.78
0.90 1.41 1.03 1.76 1.23 0.96 1.12 0.67 1.22 1.34 1.24
1.241.1115.720.963.070.480.961.891.091.020.97羽村市
1.371.42
三鷹市
1.221.300.750.671.402.701.172.191.071.200.80武蔵野市
1.22
1.350.87西東京市
1.001.4112.371.210.213.121.011.770.651.070.87あきる野市
0.801.150.95青梅市
1.291.192.050.851.682.591.101.930.881.090.94
1.010.940.351.470.820.591.122.230.76
5.540.931.841.001.200.88府中市
1.181.120.981.550.441.210.881.67
1.830.791.082.921.121.691.131.240.79昭島市
1.421.291.570.882.34
1.211.061.860.821.370.661.272.051.431.140.87調布市
1.261.19
1.270.72小金井市
1.231.340.790.760.820.951.121.981.331.180.95町田市
1.102.041.171.280.94小平市
1.151.111.501.040.730.901.342.201.58
0.991.241.041.191.931.121.110.87日野市
1.261.251.210.781.000.98
1.241.451.341.000.860.601.131.831.131.220.82東村山市
1.151.280.51
1.02国立市
1.291.253.570.520.4232.781.032.360.461.380.88国分寺市
1.561.721.150.87福生市
1.301.083.580.992.4814.150.871.920.831.14
1.810.980.942.150.821.220.89狛江市
1.191.196.960.640.651.700.91
1.254.600.795.200.391.071.790.931.320.86東大和市
1.231.311.870.74
表 5-4 多重共変性の確認
人件費 物件費
維持
補修費
扶助費 補助費等
普通建設事業費（内訳）
公債費 積立金 繰出金
1.0人件費
単独事業費補助事業費
0.00.0維持補修費
1.0-0.2物件費
1.0-0.30.3-0.1扶助費
1.0
0.1補助事業費
1.00.50.10.3-0.6補助費等
-0.1-0.2-0.20.00.00.2単独事業費
1.0-0.20.4-0.50.2
積立金
1.0-0.2-0.3-0.1-0.1-0.2-0.10.2公債費
1.0
0.10.0-0.10.1-0.1繰出金
1.00.10.10.0-0.4-0.3-0.1-0.4-0.1
1.00.1-0.3-0.10.0
(出所) 表 5-2 より作成。
(出所) 表 5-3 より作成。
（表 5-4 ），「補助費等」において，「人件費」と「扶助費」との相関が。「補助事業費」につ
いては「維持管理費」と「扶助費」との相関が，「積立金」については，「物件費」との相関
が強い関連性があると認められた。よって「補助費等」，「補助事業費」，「積立金」を説明変
数から除くことにした。その他の説明変数同士は，特に問題はないと判断している。
続いて，重回帰モデルの係数の計算方法としては，以下のとおりの計算式を想定し，最小
二乗法により各係数を求めた。
人口増加率を Y，人件費を X1，物件費を X2，維持管理費 X3，扶助費を X4，単独事業費
を X5，公債費を X6，繰出金を X7とすると，以下のように計算式を示すことができる。
Y＝α1X1＋α2X2＋α3X3＋α4X4＋α5X5＋α6X6＋α7X7＋β
次に，人口増加率ついて，全体を Y，続いて場合分けをして，年少人口（〜14歳）を
Y1，生産年齢人口（15〜64歳）を Y2，老年人口（65歳以上）を Y3とする。
以上四つの場合に分けてそれぞれ重回帰分析を行った。結果は，以下のとおりである（表
5-5 ）。
帰無仮説 H0が真，すなわち人件費 X1，物件費 X2，維持管理費 X3，扶助費 X4，単独事業
費 X5，公債費 X6，繰出金 X7の中に，人口増加率に影響を与えるものが存在しないのなら
ば，「有意 F」は大きい値を取る。
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表 5-5 人口増減と性質別歳出の関係
-0.050.03人件費α1
老年人口
（65歳以上）
生産年齢人口
（15〜64歳）
年少人口
（〜14歳）
全体
項目
Y Y1 Y2 Y3
扶助費α4
0.08***0.060.07***0.05維持補修費α3
0.020.08-0.020.05物件費α2
0.190.05
0.010.020.02公債費α6
0.010.010.02*0.01単独事業費
回帰
係数
α5
-0.13***0.14***0.28***0.10
0.56重決定 R2
0.940.540.370.63切片β
*0.27-0.04-0.050.03繰出金α7
0.08
棄却できない棄却棄却棄却帰無仮説 H0
0.230.020.080.02有意 F
0.360.570.47
(注) ***％水準で有意 **％水準で有意 *10％水準で有意
よって多摩26市全体の人口増減についての重回帰モデルの有意 Fは，％水準で有意。
年少人口（〜14歳）の有意 Fは，10％水準で有意。生産年齢人口（15〜65歳）では，
％水準で有意で，それぞれ帰無仮説 H0は棄却された。
人件費 X1，物件費 X2，維持管理費 X3，扶助費 X4，単独事業費 X5，公債費 X6，繰出金
X7の中に，人口増減に影響を与えているものがあると判断しても，この判断が間違ってい
る確率は %ないし10%以下ということになり，重回帰モデルにより説明できる被説明変
数の変動が統計的検定によって確認できたことを意味している。
一方，老年人口（65歳〜）の有意 Fは，0.23であり帰無仮説 H0を棄却することができな
かった。いずれの説明変数も老年人口（65歳〜）の増減には，影響を与えていないと判断で
きる。
次に，各説明変数の影響力の分析の結果を見てみる。
まず全体の人口増減を対象とした性質別歳出の影響力についてである。維持管理費（α3
＝0.05，％水準で有意），扶助費（α4＝0.10，％水準で有意），単独事業費（α5＝
0.01，10％水準で有意）が寄与していることが明らかになった。
次に，年少人口（〜14歳）では，扶助費（α4＝0.28，％水準で有意）が寄与してい
ることが明らかになった。
また，生産年齢人口（15〜65歳）では，維持補修費（α3＝0.06，％水準で有意），扶助
費（α4＝0.14，％水準で有意）が寄与していることが明らかになった。
最後に，老年人口（65歳〜），有意 F値が0.23である帰無仮説を棄却することができなか
ったので，どの変数も寄与していないと判断する。
5-4 多摩26市における考察
「仮説：各自治体の財政支出の配分によって，各自治体の人口増減に差が出てくる」と
いう仮説は，正しいということが統計的にも確認された。
人口増減に差が出てくる要因としては，全体の人口に対しては，「この10年間で「維持管
理費」と「扶助費」と「単独事業費」に財政支出を多くしている自治体は人口が伸びてい
る」ということが有意であると判断できる。注目する点は「単独事業費」への予算配分を増
やしている自治体は，人口が増えているという点である。自主的な判断と責任において執行
できる予算を増やしている自治体は，人口が増えているということが確認できる。
「仮説：年少人口（〜14歳）と生産年齢人口（15〜64歳）の人口増減については，子
どもに対する補助額が影響する」という仮説についても正しいということが統計的に確認さ
れた。
年少人口に関しては，「この10年間で「扶助費」に財政支出を多くしている自治体は人口
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が伸びている」ということが有意であると判断できる。「扶助費」の内容については精査す
る必要があるが，「扶助費」の中の児童福祉関係の予算を増加している自治体，つまり子ど
もに対する補助が多い自治体は，人口が伸びていると判断できる。
また生産年齢人口（15〜65歳）に関しては，「この10年間で「維持管理費」と「扶助費」
に財政支出を多くしている自治体は人口が伸びている」ということが有意であると判断でき
る。「維持管理費」の増加つまり良い公共施設を市民に提供できている自治体は，人口が伸
びている。
「仮説：老年人口（65歳以上）増減に関しては，高齢福祉への予算を増やしていること
が，影響している」という仮説については，今回の分析では確認することができなかった。
老年人口（65歳〜）に関しては，モデルの検定が帰無仮説を棄却できず，要因ははっきり
しなかった。高齢者が増加する要因としては，団塊世代の自然増によるところが多く，高齢
者福祉の多寡が，老年人口（65歳〜）の増加に寄与しているかはわからなかった。
．西多摩地域についての分析
6-1 西多摩地域の人口増減の現状
西多摩地域の人口の現状については，1965年〜1995年にかけての製造業の発展と都心のベ
ッドタウンとして通勤・通学する居住者の人口増加が進んだいわゆる「人口ボーナス期」は
過ぎ去り，生産年齢人口（15〜64歳）は1995年をピークに減少に転じていて，現在は「人口
オーナス期」にある（増田 2014）。
西多摩地域について過去10年の推移の比較は表 6-1 のとおりである。西多摩地域全体で見
てみると，2007年に39万3,280人だったが2017年には39万470人で，2,810人の減少。直近の
10年で約 %の減少となっている。
年代別に見てみると，年少人口（〜14歳）では，2007年に万4,763人だったが2017年には
万6,663人で，8,100人の減少。15%の減少である。
生産年齢人口（15〜64歳）では，2007年に26万3,543人だったが2017年には23万5,709人で，
万7,834人の減少。11%の減少。
老年人口（64歳〜）では，2007年に万4974人だったが2017年には10万8,098人で，万
3,124人の増加。44%の増加である。
このように，西多摩地域は全体では，緩やかな人口減少傾向にあるように見えるが，年代
別に見てみると，人口動態が激しく，少子高齢化が急速に進んでいることがわかる。
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6-2 西多摩地域の性質別歳出
次に西多摩地域と西多摩地域の各自治体の財政支出について分析する。西多摩地域の性質
別歳出・内訳の状況は表 6-2 のとおりである。総務省の市町村別決算概況のうち，性質別歳
出の2006年度と2016年度のデータを利用する。
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表 6-1 西多摩地域の人口の推移
2007年
0.75
増加率
1.08
2017年
0.99
2007年
1.02
1.01
0.99
0.98
自治体名 増加率2007年増加率
0.99
2017年
0.77
2007年増加率2017年
年少人口（〜14歳） 生産年齢人口（15〜64歳） 老年人口（65歳〜） 全体
福生市
135,985138,8931.4738,17126,0400.8882,22793,3550.8015,58719,498青梅市
2017年
0.877,2698,324羽村市
58,55458,9151.3914,50710,4400.9337,76840,6210.806,2797,854
0.9147,69652,3210.9110,58011,588あきる野市
56,24455,6741.4713,8119,3660.9335,16437,984
1.618,9735,5780.8920,64523,2500.814,0985,067瑞穂町
81,40380,1811.4223,12716,272
17,01515,7971.635,8263,5640.838,79910,5471.422,3901,686日の出町
33,71633,895
325511奥多摩町
2,2833,0380.921,1111,2090.651,0371,5940.57135235檜原村
235,709263,5430.8546,66354,763計・西多摩地域
5,2706,8871.032,5722,5050.612,3733,7810.64
390,470393,2801.44108,09874,9740.89
表 6-2 西多摩地域の性質別歳出
（単位：百万円）
維持
23,272
物件費
18,748
人件費
25,577
年度
21,478
2006年
49,128
41,689
自治体名 合計
瑞穂町
13,4621,3151684361,6982,0422,0501,466952,101
普通建設事業費（内訳）
2,092
補助費等
27,750
扶助費
27,628
1,7482006年
日の出町
13,8451,4122295482,1531151,8562,755732,7091,9042016年
積立金公債費
1,3802016年
9,69583025541,4981,6391,253772201,380
青梅市
27
単独事業費補助事業費
1,359
繰出金
7,5256,8032016年
1,770
5,0389521,9712,5166526,17310,2913006,5497,1642006年
2,8914,870693,0154,0692006年
福生市
1,774
5,6369313,0601,1077895,44517,166240
7959192,4312,6287,5931183,4563,5502016年
88
2,2572001,2511,4181,431
563
2,189651,2365331,2753,0593,4841653,2083,5092006年
羽村市
600
2,6931,394
4,6532006年
あきる野市
5
2,4341,0271,1931,6376122,9316,5961793,2573,4062016年
8,389523,9824,0372016年
1,095
2,938392,3655,252753,7444,728803,716
522587420123105584782006年
檜原村
8,663
2,8524842,8521,1042333,775
6931679154520432223448634502016年
3,280314121147
2016年
6,284556135616885995627296131,2169452006年
奥多摩町
3,527
75321,74224,6572006年
計・西多摩地域
6,3077544792241,10272811443581,536827
4,36119,65244,93679224,68722,4472016年
142,26415,4371,6838,57714,3218,69720,21526,029
158,07817,5684,7169,3269,167
(出所) 表 5-1 より作成。
(出所) 表 5-2 より作成。
続いて，西多摩地域の性質別歳出・内訳の2006年度を基準とした2016年度の増加率の一覧
を作成した（表 6-3 ）。
「人件費」に関しては，全ての自治体で減少している。「物件費」に関しては，日の出町を
除く全ての自治体で増加。「維持補修費」については，増額している自治体と減額している
自治体に分かれている。「扶助費」に関しては，高齢化の進展から全ての自治体で増加して
いるが，増加率については，奥多摩町の1.50倍〜日の出町の2.29倍と差があることが明らか
になった。「補助費等」に関しては，増額している自治体と減額している自治体に分かれて
いる。普通建設事業費の「補助事業費」と「単独事業費」については，増額している自治体
と減額している自治体に分かれており，「公債費」と「積立金」については，増額している
自治体と減額している自治体に分かれている。最後に「繰出金」に関しては，あきる野市以
外，全て増額となっている。
6-3 重回帰モデルによる理論値と実数値の比較
多摩26市のデータをもとに作成された人口増減モデル Y，Y1，Y2に，西多摩地域のデー
タをあてはめて理論値を算出し，実数との比較を行う。具体的には以下のモデル（表 6-4 ）
に，西多摩地域の性質別歳出・内訳の2006年度を基準とした2016年度の増加率のうち，人件
費を X1，物件費を X2，維持管理費を X3，扶助費を X4，単独事業費を X5，公債費を X6，
繰出金を X7に代入し，人口増減モデル Y，Y1，Y2の値を算出した。結果は，表 6-5 のとお
りである。
Y,Y1,Y2=α1X1＋α2X2＋α3X3＋α4X4＋α5X5＋α6X6＋α7X7＋β
西多摩地域の状況について分析するため，多摩26市の趨勢から導き出された人口増加率の
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表 6-3 西多摩地域の性質別歳出・内訳の2006年度を基準とした2016年度の増加率
自治体名
単独事業費補助事業費
人件費 物件費 維持 扶助費 補助費等
普通建設事業費（内訳）
公債費 積立金 繰出金 合計
福生市
1.181.120.981.550.441.210.881.670.801.150.95青梅市
1.091.020.97羽村市
1.191.196.960.640.651.700.911.561.721.150.87
3.121.011.770.651.070.87あきる野市
1.241.1115.720.963.070.480.961.89
1.361.261.270.060.911.880.771.290.95瑞穂町
1.000.9712.381.210.21
0.891.323.201.020.400.051.422.291.330.980.79日の出町
1.031.07
1.260.87奥多摩町
1.082.211.370.621.040.031.031.824.351.550.94檜原村
0.971.731.051.140.91計・西多摩地域
1.001.363.550.361.250.071.291.504.33
1.111.142.801.090.640.50
(出所) 表 5-2 より作成。
理論値と実数を比較してみる。西多摩地域全体の人口の増減に関しては，理論値が0.87で実
数が0.99であり，人口減少傾向は避けられないにしても，理論値ほどは進んでいないことが
わかる。
年少人口（〜14歳）については理論値が0.86で実数が0.85であり，年少人口（〜14歳）の
人口減少が理論値以上に進んでいることがわかる。しかし，そんな中，あきる野市，また参
考データではあるが日の出町が年少人口（〜14歳）の増加を実現している。
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表 6-4 モデル係数
-0.050.03人件費α1
生産年齢人口
(15〜64歳)
年少人口
(〜14歳)
全体
項目
Y Y1 Y2
扶助費α4
***0.060.07***0.05維持補修費α3
0.08-0.020.05物件費α2
0.05
0.010.020.02公債費α6
0.010.02*0.01単独事業費
回帰
係数
α5
***0.14***0.28***0.10
0.540.370.63切片β
-0.04-0.050.03繰出金α7
表 6-5 人口増加率の理論値と実数の比較
年少人口（〜14歳)全体
0.82
理論値 Y2
生産年齢人口(15〜64歳)
0.83
0.89
0.91
0.93
0.93
0.88
実数
0.89福生市
0.94
0.850.980.85青梅市
0.84
0.82
理論値 Y1実数理論値 Y
0.87
0.86
0.81
0.881.020.85あきる野市 0.91
0.870.911.010.92
0.80
羽村市
0.80
実数
0.820.99
0.651.050.570.890.75
1.021.080.94日の出町
1.06檜原村
0.910.990.88瑞穂町
1.42
0.890.840.850.860.990.87計・西多摩地域
0.611.000.640.800.771.03奥多摩町
(注) 多摩26市のデータから作られたモデルなので，町村データの当てはめについては審議が必要だが今回は
参考として数値を算出。
(注) ***％水準で有意 **％水準で有意 *10％水準で有意
生産年齢人口（15〜64歳）については理論値が0.84で実数が0.89となっており，理論値の
0.84ほど人口減少は進んでいないが，生産年齢人口（15〜64歳）の減少が確実に進んでい
る。
．考 察
東京における文化的かつ経済的に同一圏と考えられる多摩26市のデータをもとにモデルを
作成し，作成されたモデルをもとに，西多摩地域に焦点を当てて分析を行った。
分析の結果は，多摩26市の各自治体において，財政支出における予算配分の増減が，人口
増減に影響を与えていることが証明された。
中でも年少人口（〜14歳）の増減に関しては，財政支出の「扶助費」の増減が，生産年
齢人口（15〜64歳）の増減に関しては，「維持補修費」と「扶助費」の増減が影響している
ことが確認された。
なお老年人口（65歳〜）に関しては，財政支出の各項目の影響力を分析してみたが，いず
れも影響力のある項目は確認されなかった。
西多摩地域においては，年少人口（〜14歳）の増減に関しては，理論値よりも実数値が
低く，生産年齢人口（15〜64歳）に関しては，理論値よりも実数値が高く出ているという結
果となった。
データから読み解くに，「人件費」，「物件費」，「補助費等」をできる限り圧縮することが
第一に考えられる。例えば，西多摩地域で広域的な連携を進めていくことが道筋になるであ
ろう。その一方で「扶助費」，「維持補修費」，「単独事業費」へと予算配分を増やす政策が求
められる。特に「扶助費」の中の子育て対策への配分を増やすことが西多摩の将来の人口を
維持するために必要となるであろう。できる限り義務的な経費を削減し，子育て対策への予
算を増やし，快適な公共施設の提供に努め，独自のオリジナルな事業展開を進めていくこと
にこそ，西多摩地域の活路が見えてくるのではないだろうか。
．西多摩地域への提言
西多摩地域は，今後，全国的な，趨勢と同様，少子高齢化社会へと加速していく。少子高
齢化と人口減少が同時に進行する「超少子高齢化社会」である。地域の扶養力が急速に弱ま
っていく。
西多摩地域の未来を切り開くには，西多摩地域において広域行政を進めていく必要があ
る。現在も「一部事務組合」や「西多摩広域行政圏協議会」では，自治体単独では実施困難
な事務の共同処理をしているが，この事務が「西多摩地域全体を考えた街づくり」につなが
っていないという課題がある。例えば，ごみの処理に関しては，ごみを焼却する部分だけが
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共同であり，各自治体のごみ収集に方法に関しては統一されておらず，共同事業になってい
ない。西多摩地域で，共通のごみの分別・収集ができたらどんなに業務が効率化されること
だろうか。
その他，各自治体の政策課題を明確にし，行政事務の連携を図り，交通網や情報ネットワ
ークの活用，産業資源の活用，行政サービスの統一と効率化にむけて，西多摩地域がより連
携を深めていく必要がある。
その過程の中で財政支出における「人件費」，「物件費」，「補助費等」を圧縮し，子育て政
策や文化・スポーツ・福祉施設などの公共施設の充実に予算配分を重点的に行うことは，人
口維持に効果的であることは，本論文で根拠を示した。
西多摩地域はすでに一体的な日常生活圏や経済圏を形成している。次のステージに行くた
めに，また永続的かつ効率的なまちづくりを可能とするため「西多摩をひとつに」すること
が求められている。
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